障害者の生涯学習に関わる施策の動向 : 障害者権利条約以降の動きと文部科学省による「特別支援教育の生涯学習化」 by 小松 幸恵
【解　説】
Abstract
The Japanese Government has been promoting the reform of various systems for persons with 
disabilities since before the ratification of the Convention on the Rights of Persons with Disabil-
ities, which took place in January 2014. Reform included the development of domestic legislation, 
which had the effect of improving accessibility to participation in lifelong learning. However, the 
amount of information provided on reasonable accommodation for lifelong learning was less than 
that for school education: the Basic Program, established in 2013 after the revision of the Basic 
Act for Persons with Disabilities (August 2011) did not include a description that focused on 
lifelong learning.
On December 14, 2016, the Minister of Education, Culture, Sports, Science and Technology 
declared a policy to promote general measures for persons with disabilities in order to encourage 
lifelong learning, cultural activities and sports, and thereby assist persons with disabilities to 
pursue self-actualization.
Based on the policy, the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology (here-
after “MEXT”) created a new section named “The Office for Promoting Lifelong Learning of 
Persons with Disabilities”, and called upon local governments to strengthen their work in this 
field. MEXT carried out the following measures: promotion of sports activities; efforts to improve 
a seamless support system from infancy to adulthood; creation of a center to support handicapped 
students who play an active part in society; support of cultural and artistic activities; review of the 
budgeted measures for FY2017 from the viewpoint of consistency with the policy; the creation of 
an award; and promotion of public awareness campaigns.
The budgeted measures for FY 2018 include the expansion of support for special needs educa-
tion, university education, and the cultural and sports activities of graduates; and MEXT plans to 
conduct empirical research on learning after graduation, towards further promotion of lifelong 
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はじめに


































2006 年 12 月に国連総会で採択され、2008 年 5 月に発効した障害者権利条約は、第 24 条第 1
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的配慮」の概念（第 4 条第 2 項）が盛り込まれるとともに、国内において障害者基本計画の実施
状況を監視し、勧告を行う機関として障害者政策委員会が設置された（第 32 条～第 36 条）。
この障害者基本法に基づき、国は、障害者施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、障害者
基本計画を策定しなければならないと定められている（第 11 条第 1 項）。
②障害者基本計画における生涯学習
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る内容を整理し、障害者基本法第 11 条第 4 項の規定に基づいて取りまとめる『障害者基本計画 ( 第































とにより障害者の権利利益を侵害してはならないと定める（第 7 条第 1 項、第 8 条第 1 項）とと
もに、障害者から現に社会的障壁の除去を必要としている旨の意思の表明があった場合において、
その実施に伴う負担が過重でないときは、当該障害者の状況に応じて、必要かつ合理的な配慮を
行うことを、行政機関等には義務として、事業者には努力義務として定めている（第 7 条第 2 項、
第 8 条第 2 項）。
さらに、国及び地方公共団体などの行政機関等（独立行政法人も含む）においては、自らの職
228
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員が適切に対応できるようにするための「対応要領」をそれぞれ自ら定め、それに基づく取組を








国立の例を挙げると、平成 28（2016）年の 3 月から 8 月にかけて、国立女性教育会館につい
ては独立行政法人国立女性教育会館が（3 月 9 日）、国立科学博物館については独立行政法人国
立科学博物館が（3 月 15 日　館長裁定）、東京国立近代美術館、京都国立近代美術館、国立西洋
美術館、国立国際美術館、国立新美術館については独立行政法人国立美術館が（3 月 22 日　理
事長裁定）、東京国立博物館、京都国立博物館、奈良国立博物館、九州国立博物館については独
立行政法人国立文化財機構が（4 月 1 日　理事長決裁）、国立青少年教育施設については独立行
政法人国立青少年教育振興機構が（8 月 10 日　理事長裁定）、それぞれ『（独立行政法人名）に
おける障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要領』を制定している。また、国立国会
図書館については『国立国会図書館における障害を理由とする差別の解消の推進に関する対応要





送付文書とともに、各国立大学長あてに送付している（平成 27（2015）年 10 月 30 日）。
公立施設に関しては、それぞれの設置者である地方公共団体が対応要領を策定する。この対応
要領に関し、文部科学省は平成 27 年 11 月 26 日に、民間事業者を対象とする対応指針を策定し
た際の生涯学習政策局長・初等中等教育局長通知『文部科学省所管事業分野における障害を理由
とする差別の解消の推進に関する対応指針について』（27 文科初第 1058 号）において、都道府県
教育委員会が対応要領を策定する際には、文部科学省が後に策定する対応要領（平成 27 年 12 月
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・スポーツの各分野の関係者 21 名（ほかオブザーバー1 名：国立特別支援教育総合研究所）で
構成された「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の実施に関する調査研究協力者会
議」において、平成 27（2015）年 6 月 17 日から 7 月 21 日にかけて 4 回の会議を行った後、同
年 7 月 31 日の内閣府における障害当事者・支援団体の各省合同ヒアリング、8 月 19 日～2 月 17
日のパブリックコメントを経て、『文部科学省所管事業分野における障害を理由とする差別の解
消の推進に関する対応指針』（平成 27 年文部科学省告示第 180 号）を策定し、生涯学習政策局長
・初等中等教育局長の連名通知『文部科学省所管事業分野における障害を理由とする差別の解消
の推進に関する対応指針について（通知）』（平成 27 年 11 月 26 日付 27 文科初第 1058 号）を発出
して、地方公共団体等に対し、対象となる施設や団体等に対する周知や指導・助言を依頼してい

















































サービス ( 買物・飲食店など )」に多数掲載されている。
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表 2　西東京市における障害者の「講座や講演会などへの参加」活動状況と活動意向
　 活動状況（％） 活動意向（％） 　 【参考】平成 13 年度の活動状況（％）
身体障害 11.0 14.6 n=1256 7.9
知的障害 3.7 6.1 n=214 1.1
精神障害 12.1 12.6 n=207 - 
難病 12.7 21.4 n=308 - 
高次脳機能障害 12.5 12.5 n=8 - 















年 1 月 16 日）」（事業者によるサービスの利用拒否が障害者と事業者とのトラブルを経緯として生
じており、サービス拒否が障害を理由としたものであると認められなかったケース）、「事業者に
よる性同一性障害者のゴルフクラブ入会拒否が不法行為を構成するとされた事例（東京高判平成
27（2015）年 7 月 1 日）」の裁判例が掲載されている。
2．文部科学省における障害者支援の総合的な推進「特別支援教育の生涯学習化」
(1)　障害者支援の総合的な推進に関する大臣講話

























































































推進室」を新設した。平成 29 年 4 月 1 日の時点では、室長と係長が専任、室長補佐は生涯学習
推進課課長補佐と特別支援教育課専門官が、係員は生涯学習推進課係員が兼任という体制で発足
している。
















































































○ 大学等における障害のある学生の修学支援の在り方について 3 月に取りまとめた検討
結果「第二次まとめ」を広く周知し，関係者間の共通理解と連携を深め，大学等にお
けるこれらの取組の充実に努めること
『障害者の生涯を通じた多様な学習活動の充実について（依頼）』（29 文科生第 13 号）より著者作成
　※「課題カテゴリ」は、著者による分類
236






表 5　障害者の生涯を通じた多様な学習活動の充実に関する主な平成 29 年度予算事業
共生社会の実現・障害者支援に特化したもの 障害者関連の取組にも活用できるもの






























文部科学省『障害者の生涯を通じた多様な学習活動の充実について（平成 29 年 11 月）』等より著者作成
⑤平成 29（2017）年度事業の障害者支援の観点からの総点検
平成 29 年 3 月の第 193 国会における文部科学大臣の所信に「障害のある方の生涯を通じた学
びを支援する観点から、文部科学省の実施する様々な施策を改めて見直す」とあることを受け、
文部科学省は平成 29 年度事業について、障害者支援の観点から対応がなされているか点検する
とともに、新たな観点で取り組むことがないか総点検を行い、とりまとめた結果を同年 6 月 20
日に公表した。
これによると平成 29 年度の全 426 事業中、何らかの積極的な障害者支援等の取組を実施して





県等からの推薦・審査を踏まえ、平成 29（2017）年 10 月 17 日に対象者を決定、12 月 7 日に表
彰式を実施した。
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上げられている。
⑦普及・啓発、機運醸成等
公益社団法人日本青年会議所との連携（4 月 29 日：チャリティーラン、7 月 7 日：タイアップ
宣言調印等）、著名な障害者や支援者から広報への協力を得る「スペシャルサポート大使」の任





































に至るまでに、平成 20（2008）年 8 月から平成 22（2010）年 2 月まで文部科学省に設置された「特
別支援教育の推進に関する調査研究協力者会議」における検討や、それを基礎とした、中央教育
審議会初等中等教育分科会に設置された「特別支援教育の在り方に関する特別委員会」における
平成 22（2010）年 7 月から平成 24（2012）年 6 月までの審議を通じ、当事者・保護者、各方面
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